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１．はじめに

　内閣官房から2024年８月に公表された「アセッ

トオーナー・プリンシプル」（以下、プリンシプル）

は、アセットオーナーが受益者等の最善の利益を

勘案して、その資産を運用する責任、フィデュー

シャリー・デューティーを果たしていく上で有用

と考えられる共通の原則を定めたものとされてい

る。

　アセットオーナーとは、資産を保有し運用する

組織のことで、公的年金、共済組合、企業年金、

保険会社、大学ファンド、学校法人など幅広く、

適用される法令や会計（財政）基準、資産を運用

する目的やリスク許容度などが異なり多様であ

る。そのため、詳細に規定するルールベース・ア

プローチではなく、それぞれの置かれた状況に応

じてより良い運営に向けた自主的な取組みを促す

プリンシプルベース・アプローチが採用されてい

る。

　したがって、法的拘束力を有さず、一律に対応

が求められているわけではない。あくまで自主的

な取組みとして、各アセットオーナーの判断によ

るプリンシプル受入れが期待されている。

　プリンシプル受入れの状況については、内閣官
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　企業年金によるアセットオーナー・プリンシプルの受入れが続いている。本稿では、プリンシプルの根幹をな
すフィデューシャリー・デューティーと、原則５のスチュワードシップ活動を中心に、これまでの企業年金の取
組みと、スチュワードシップ活動の新たな試みである協働モニタリングについて述べる。
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